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December 12, 2000 

 

 

Ms. Birgitta Nygren 

Chairperson 

Working Party on Export Credits and Credit Guarantees 

OECD 

2, rue Andr・Pascal 

75・75 PARIS CEDEX 16 

FRANCE 

 

 

By Facsimile, c/- Trade Division: 33 1 44 30 6164 

 

 

Dear Ms. Nygren 

 

On November 16, 2000, the World Commission on Dams, an independent body established to 

review the performance of large dams and make recommendations for future planning of water and 

energy projects, released its final report. The WCD's findings and recommendations are particularly 

relevant for public financial institutions such as Export Credit Agencies. 

 

ECAs have played an active role in the WCD process. The export credit or aid agencies of Germany, 

Japan, Norway, Sweden, Switzerland and the U.S. are members of the WCD Forum. 

 

The WCD found that large dams have had unacceptable social and environmental impacts and have 

failed to produce as much electricity, provide as much water, or control as much flood damage as 

their sponsors claim. The WCD recommends a new framework for decision-making that recognizes 

the rights of all stakeholders in negotiating development choices and outlines a set of practical 

criteria and guidelines governing water and energy resources development in the future. 

 

Most large dams in low income countries would not be built without the support of Export Credit 

Agencies. The WCD final report points out that "experiences from the Three Gorges Dam in China, 

Ilisu Dam in Turkey, Maheshwar Dam in India and San Roque Dam in the Philippines, underline the 

need for ECAs to examine closely the social and environmental impacts of the projects they 

support." The WCD recommends that export credit agencies "Introduce and adopt common 
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environmental, social and transboundary criteria for financial guarantees and strengthen institutional 

capacity to appraise projects against such criteria." 

 

To coincide with the release of the WCD report, 109 NGOs from 39 countries endorsed a call to 

public financial institutions. The NGOs have called on public financial institutions, including Export 

Credit Agencies, to: 

          

- Immediately and comprehensively integrate the WCD's recommendations into their 

policies; 

- Establish an independent, open and participatory review of all planned and ongoing dam 

projects using the WCD recommendations as a guide; 

- Pay reparations to all communities who have suffered harm as a result of past projects and 

- Place a moratorium on all new projects until the above measures have been implemented. 

 

We are writing to urge the Export Credit Working Party to incorporate the recommendations of the 

WCD into the common environmental guidelines currently being negotiated. We also urge Export 

Credit Working Party members to place a moratorium on funding all new dam projects until the 

guidelines have been incorporated into each agencies' policies. This is consistent with the calls for 

reform made in the Jakarta Declaration. 

 

We would appreciate it if you would ensure that the enclosed call to public financial institutions is 

circulated amongst all the members of the Export Credit Working Party at your forthcoming meeting, 

and that the Working Party takes steps to consider adoption of the WCD guidelines. 

 

 

Sincerely 

 

 

Aviva Imhof     Peter Bosshard 

International Rivers Network    Berne Declaration 

1847 Berkeley Way     PO Box 1327 

Berkeley CA 94703, USA    CH-8301 Zurich, Switzerland 

Fax: 510.848.1008, aviva@irn.org   Fax: 41 1 277 7001, finance@evb.ch 

 

Encl. 
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“世界ダム委員会の勧告から行動へ”“世界ダム委員会の勧告から行動へ”“世界ダム委員会の勧告から行動へ”“世界ダム委員会の勧告から行動へ”    

公的金融機関への公的金融機関への公的金融機関への公的金融機関への NGONGONGONGO の要望書の要望書の要望書の要望書    
    

((((賛同団体：賛同団体：賛同団体：賛同団体：39393939 ｶ国ｶ国ｶ国ｶ国 109109109109 団体団体団体団体))))    

 

われわれは、金融機関の大規模なダムプロジェクトへの融資がもつ影響力と世界ダム委員

会（WCD）におけるその役割を鑑み、世界銀行、地域開発銀行、輸出信用機関および二国間

援助機関を含むすべての公的金融機関に対して以下の行動をとるよう求める。 

 

（1）すべての公的金融機関は、世界ダム委員会の勧告を早急かつ包括的に受け入れるすべ

きである。また、それらの勧告、とくに、水資源開発及び水力発電開発、環境影響評価、

移住および市民参加に関連した勧告をその関連政策に統合すべきである。 

 

（2）すべての公的金融機関は、すべての計画中及び建設中のダムプロジェクトについて、

独立した透明性の高い参加型のプロセスで早急に見直しを行うべきである。また、この見

直しが行われている間は、プロジェクトの準備および建設は中止されるべきである。この

見直しにおいて、公的金融機関は各々のダムが最低限、WCD の勧告を満たしているかどうか

を立証すべきである。そして勧告を満たしていない場合は、プロジェクトはしかるべく修

正されるか、あるいは、完全に中止されるべきである。 

 

（3）ダムの及ぼす悪影響が依然として未解決のままであることに対して責任のあるすべて

の機関は、ダムプロジェクトの影響を受けた結果、社会的、文化的および経済的に損害を

被ってきた地域社会に対して賠償するシステムを確立し、また、それに関する資金措置を

早急にとるべきである。 

 

（4）すべての公的金融機関は、上述の措置を完了したことを実証できるまで、計画中ある

いは、建設中の新規のダムへの融資を一時停止するべきである。 

 

2000 年 11 月 16 日  ロンドンにて 

 

＊英語の原文はhttp://irn.org/wcd/でご覧になれます。 

http://irn.org/wcd/でご覧になれます
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世界ダム委員会（世界ダム委員会（世界ダム委員会（世界ダム委員会（WCDWCDWCDWCD）最終報告書の要点）最終報告書の要点）最終報告書の要点）最終報告書の要点    
 

註：この文書は「国際河川ネットワーク（International Rivers Network）」が作成した Summary Excerpts from the 

World Commission on Dams Final Reportの要点を日本語で整理したものです。同文書は 2000年 11月 16日午前 11

時（GMT）に解禁となります。 

 
大規模ダムの建設は河川流域の生態系に悪影響を及ぼす。恩恵をもたらす場合もあるが、立

退きを余儀なくされた住民をはじめ流域に住む人々の生活に大きな変化をもたらす。 
ダム建設費はしばしば予算を超過し、調査対象とした 81 のダムの平均予算超過は 56％であ

る。多目的ダムでは特に顕著で、地域別では中央・南アジアで平均 2 倍以上の費用が支出され
ている。建設工事も長引き 99のダムで予定通りの完成は 50%、15％は工期が 1～2年延長され
た。灌漑は目的を達成しない上に採算に合わず、発電では 20%のダムが目標発電量の 75％にも
達せず、給水では 25%のダムが目標量の 50%以下にとどまっている。洪水調整ではかえって流
域を洪水の危険にさらすこともあり、浸水・塩害・放水・決壊から生じる問題もある。10%のダ
ムでは堆砂によって保水機能が 50%以下に落ちている。気候変動で降水量が増加しダムの耐久
性を見直す必要が生じたと同時に、洪水対策のあり方も抜本的な変更を迫られている。 
生態系は回復不能な影響を受け、希少種を含む動植物が絶滅に追い込まれた。河川を取り巻

く複雑な環境に変化が生じると、外来種が繁殖し在来種を押しのける。砂や栄養分がせき止めら

れると、下流の湿地や河口に影響が及ぶ。魚類など回遊性を持つ生物の繁殖能力が低下し、多様

性が維持できなくなる。河口域の魚類や海水魚も影響を受け漁獲高が減少する。鳥類への影響も

不可避である。水門を通過した水の水質回復には時間がかかり、温度は 100 キロ下流でも元に
戻らない。そのため複数のダムが近距離に建設されると、影響が増幅する。貯水池から発生する

温室効果ガスと気候変動の関係も看過できない。緩和策が機能しないのは生態系への理解が不十

分だからである。理論的に可能な緩和策が実際に機能するとも限らない。 
ダム建設で恩恵を受ける層と影響を受ける層には乖離が見られ、貧困層や次世代が悪影響を

被る。地域経済の活性化は一過的で、雇用創出は代替案との慎重な比較検討を要する。ダム特有

の広範囲にわたる影響は河川によって生活や文化を支える人々が多いアジア、アフリカ、ラテン

アメリカで特に深刻である。全世界で 4000～8000万人が、中国とインドでは 1950～1990年の
間に 3500 万～4200 万人がダム建設によって立退きを強いられた。世銀融資案件ではダム建設
による立退きが 65％を占める。これらはダム本体の建設によるもので関連施設の建設や上・下
流での生活条件の悪化による移住は含まれていない。立退きが強制される場合もあり、死者も出

た。詳細な調査を行った 10のダム全てで当初影響住民の数が過小評価されており、世銀融資案
件では当初比 47％の増である。そもそも「影響住民」の定義が狭すぎて、補償も土地権を持つ
者に限られ貧困層は外される。補償金額も不十分で支払いは遅れる。影響住民は計画に意見を述

べることができず与えられた代替地の環境は劣悪である。代替地は開発から取り残され、失業や

罹患で住民の生活は悪化し代替地を離れる者も多い。特定の層への影響では、まず先住民族の土
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地所有形態や生活様式が影響を受ける。下流域に住む住民も、特に氾濫原を生産の基盤とする熱

帯・亜熱帯地域の人々は大きな影響を受ける。女性は受ける恩恵が少ない一方で健康被害を起こ

しやすく、地域の性格差も拡大する。衛生・健康面では貯水池がマラリアなどの伝染病を発生さ

せ、魚の水銀汚染が深刻化し、ダム建設地や代替地と HIV感染の関連も指摘されている。建設
が長引くと不安やストレスをもたらす。文化遺産の調査はほとんど手付かずで、特に先進工業国

では大きな問題である。 
将来の水資源とエネルギーの確保を考えると、まず農業では地表水の有効な活用が求められ

る。天水の利用や地域の伝統的水資源管理方法の尊重も重要である。電力では先進工業国の浪費

を抑える必要がある。水力発電に対する期待は低下し、代替エネルギー、中でも風力発電の開発

は 1994～1998年の間に 40%も伸びた。給水についても需要の抑制が求められる。天水の利用、
海水の淡水化、水の再利用も有効である。洪水対策では地域住民主導の包括的な対策を講じるこ

とである。 
こうした選択肢を生かすには透明性の高い意思決定プロセスと監視・評価システム、環境・

社会政策の遵守を促す仕組みが求められる。建設が決まってしまうと環境・社会面での影響、経

済効率性、協約の履行などの監視・評価がおざなりになる。資源・エネルギー需要の増加が喧伝

されたためダム建設が優先され、代替案選択の幅が狭まってしまった。不正・汚職も助長された

が、不正をはたらいた者の法的責任はほとんど問われていない。利権の横行で客観的な基準、ま

してや環境・社会面への配慮に基づいてダムが建設されることはない。1990年代に入り政策・
法律・評価方法が整備・改善されたが現実が追いつかず、過去に起こった問題も未解決である。

情報公開や住民参加も進んだが依然プロジェクトの 50％で影響住民の参加が不十分である。む
しろ市民運動が開発推進側と影響住民の対話の道を開いてきた。 
アジア、アフリカ、ラテンアメリカのダム建設に国際金融機関が果たした役割は大きく、世

銀は 1950年代から平均年 10億米ドル、1970～1985年では平均年 20億米ドルを融資し、他の
機関の資金も加えるとピーク時の 1980～1984年には平均年 45億米ドルがダム建設に投下され
た。近年国際金融機関はダム建設政策を整備してきたが計画部分に重点がおかれており、代替案

の検討や建設後の運営、環境・社会面への配慮は不十分である。政策遵守のための仕組みも整っ

ていない。輸出信用機関は環境・社会政策すら策定していない。最も進んだ政策を持つ多国間開

発銀行でも課題が多いのだから、他の機関の現状は推測に難くない。 
開発の推進と人権の尊重は矛盾しない。むしろ公正で持続可能な開発を実現するには影響住

民の人権や利益が守られる必要がある。ダム建設を推進する人々は自分たちが負うリスクは気に

かけてきたが、影響住民のことは軽んじてきた。多くの人々が参加し納得できる話し合いが行わ

れるべきで、信頼関係も重要である。公正な意思決定がなされれば良い結果が生まれる。ダムが

もたらした苦い経験を生かすには新しい意思決定方法を採用するだけでなく、その方法の有効性

を確信することであり、そのためにはこれまで明らかになった問題を直視することである。人権

の尊重とリスクの評価がより良い意思決定の前提となり、誰が議論に参加し何を話し合うかを決

める根拠となる。はじめは時間がかかっても後で効果が現れる。 
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将来の水資源とエネルギー開発のあり方を決める政策を立てるには、以下の事項を優先する

必要がある。 
１） 市民社会の支持を得る：十分な情報を提供し透明な決定を行ってはじめて市民社会が

受け入れる。 
２） 選択肢を検討する：開発の目的を明確にし、環境・社会面に配慮し、現存の手段を有

効に活用する。 
３） 現存するダムの問題を直視する：長期にわたる監視と評価を行い、影響緩和手段を検

討する。 
４） 河川と生活を保全する：流域全体の生態系と住民の生活実態を調査し、保全政策を立

てる。 
５） 影響の認定と利益の共有：流域住民をはじめ関連施設建設などで影響を受ける住民の

人権尊重とリスク評価を行い、緩和策や補償には法的拘束力を持たせる。 
６） 政策を遵守する：遵守のためのガイドラインを作り外部評価を受け、プロジェクトご

とに遵守規定を定め必要経費を予算化する。不正行為を防止し、遵守に対する褒章制

度を作る。 
７） 開発・安定・平和のために河川を共有する：水資源管理政策に流域国間の協力を明記

し、水資源の恩恵の公正な配分に努める。ある国が根拠のある異議を唱えた時はダム

建設をやめる。対立・紛争はあらゆる手段を使って解決に努め、協約違反の建設には

援助を停止する。流域外国とも話し合う。 
これまでの内容をガイドラインにまとめると、第一段階で水資源とエネルギー開発の必要性を

明らかにする。つまり様々な選択肢を検討する上で必要な開発目的を特定する。第二段階で開発

目的に適った計画を立てる。選択肢を検討し適切なものを選び計画に盛り込む。第三段階ではあ

らかじめ落札条件を明確にし、契約に影響緩和手段やプロジェクト監視方法を明記し条件を遵守

するための仕組みを作る。また関連工事が始まる前に影響住民と立退きをめぐる協約などを締結

する。第四段階では条件の遵守を確認し監視手段などを明確にした上で運用を許可する。第五段

階では適切な運用を行い、状況の変化に応じて運用条件に変更を加える。 
本報告書が水資源とエネルギー開発に関わる人々の対話を促すとともに、現行の政策やガイド

ラインを見直すきっかけとなることを願う。各国政府・関係省庁、NGOや住民団体、学識経験
者と専門家、ディベロッパー・コンサルタント・民間金融機関、多国間開発機関や輸出信用保証

機関などは、それぞれの立場から本報告書の内容を検討し賛同を表明するとともに普及に努め、

従来の開発のあり方を評価・監視・教訓化する材料とし、自らの能力向上の糧として活用してい

ただきたいと思う。 
 

 


